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学省(以 下 「文科省」 と略記)が キャリア官僚
以外のほぼ全職員を組織 してきたことはほとん
ど知 られていない。そこで,文 科省と国立文教




















や追い越 しを意味す るパス(Path)を つない
だ和製英語である。本稿では制度設計を扱 うた
め,こ れを 「職務経験の蓄積を含む制度化 され
た昇進経路」と定義する。
本稿の中心的対象である国立大学事務職の分




と見るべきであ り,各 国立大学 という 「個」の
意思に加 え,国 立文教機関 「網」を見据えた文
科省の意思もある。しか し 「人」に関する先行































危機」が論 じられ,1980年 代にはサ ッチャー,
レーガン等,ニ ューライ ト(NewRight:新 保
守主義)と 呼ばれる政治家が台頭 し,教 育も市
場に加え効率 を重視 した4)。 日本でも中曽根首
相(82～87年:昭 和57年ll月 ～62年ll月 在任)
の臨時教育審議会等によって 「教育の私事化」
が進められ,小 泉首相(01～06年:平 成13年4
月～18年9月 在任)も,ニ ューライ ト流の規制





1.国 立学校 にお け る 「行 政」事 務職 の
職階
大学における事務機構は,大 学設置基準第41
条により 「大学は,そ の事務 を処理するため,
専任の職員を置 く適当な事務組織 を設けるもの





は,長 年,国 立大学では特に顕著で,総 務,人
事,主 計,経 理,施 設 ・設備,医 事等の,主 に
「人 と金」は事務職が トップである事務局が,
教務,学 生生活,入 試 留学生等の,主 に 「学
生」は教育職が トップである学生部が,所 掌す
る体制にあった。また,大 学の機能の中心のひ
とつである 「研究」は,大 学の自治の中核 とし
て教育職(教 授会)の 専権 となっており,事 務
職は補完あるいは支援の位置にある。 しかし国
立大学では,平 成10(1998)年 前後の 「事務局
と学生部の一元化」に端を発 し,法 人化後は事
務職を副学長や理事に充てる大学 も急増 してい
る。これは,大 学を取 り巻 く環境の変化によっ





か らの制約も受けるが,大 学は事実上,文 科省
か らしか拘束を受けず,予 算主義で使途の自由







の最高位である事務局長であ り,一 国立大学 に
1名 置かれる。私立大学では設置者 としての学
校法人が設置対象である大学を所掌するが,設
置者が国である(あ った)国 立大学では,事 務
局長は国(文 科省)か ら派遣された 「行政」管
理責任者である。





ば,図 書系 と情報系を併せた情報部,産 学連携
や知的財産を所掌する研究部を設置する等の変
容 も目立つ。
課長職の最 も大 きな特徴は,国 立大学では課
長級以上 と課長補佐級以下では,権 限 ・分掌,








づける)は,事 実上,課 長級が最高最終ポス ト
である。非管理職の職階 も極めてシンプルで,







家の危機」が 日本にも到来 し,イ ギリスで民営
化 ・市場化を推進したサッチャリズム(Thatche-
rism)が 具現化 したエージェンシー(Agency)
制が,営 利 と最 も遠い位置にあった日本の国立
大学 を一瞬で法人化 した。 これを評価するのは
将来の国民である。
2.事 務 職 の採 用 と文科省 転任者 の
キ ャ リアパ ス








国立学校 の教育職(約110千 人)を 除く現員は





スのみ,年 齢は29歳以下)を 一次選考 として共
同実施 し,個 別又は近隣機関で最終選考を実施


















は約6万 人 となる。なお,事 務職の中には,図
書系や技術系,医 療職や行政職(二)(通 称:ギ ョ






























Training)と3年 程度の周期 で人事異動 を繰
り返す ことで教育 し(さ れ),経 験を積み重ね
ながら能力や適性 を見極められ,ゼ ネラリス ト




























を学び,30歳 に達 した頃に主任になり,32歳 に
達 した頃に係長になる。以後38歳 頃まで2～3
の係長ポス トを経験することになる」12)。これ






に就 く。中には1,2年 前後 して首都圏の所管
法人や本省で課長補佐や専門官に昇任する者 も
あるが一部分に過 ぎず,転 任時期(本 省勤務期
間の長短)も 無関係である。それまで,初 等中
等教育や文化行政等の 「専門畑」があっても,
地方側にそのようなポス トはなく,ポ ス トは「連
鎖」であることからも任地の規則性は少ない。
次の分岐点は数年以内の短期問に到来する。
国立大学の管理職 として1,2の ポス トを経験
後,40歳 代前半で本省に課長補佐 ・専門官で戻
る(呼 び戻 される)者 が出てくる。戻った後は
本省の最前線で超激務をこなし,管 理職昇任の
概ね10年 目の 「48-50歳 頃まで内部部局で課長
補佐を務めると,次 は国立大学事務局等の部長
ポス トに転出する」13)。ご く稀に本省で室長 ・
企画官級に(も っと稀には課長級にさえ)昇 任
する者 もある。また,国 立大学の課長職 に残っ
た方(比 率的にはこちらが多数派)も,2,3年
























キャリアもH種 直採 もそれぞれ30名 を超えた。
厳格な職階ピラミッドのこの変容が,国 立大学
に波及することも確実である。
3.国 立大 学 に残 る者 のキ ャ リアパ ス
文科省の本省転任 は,国 家公務員試験で選抜
済みである全国の広い裾野からの募集であり,








れない厳格 さであろう。 また,文 科省がマスコ
ミで報道されるのは,教 育上の責任が問われた
り政治に翻弄 されたりする姿が多 く,使 命感や
意欲 を横溢 させるものとは言い難い。ただ,今
も6万 人以上が勤務 し,そ の大多数が国家公務
員での採用者である以上、急激な制度変更は難
しい。これを踏 まえて,圧 倒的多数派である,
地元 に骨 を埋める者 のキャリアパスを見てい
く。
地方機関の事務職は,係 員 としての勤務を重













異はないが,主 任歴1年 で1ラ ンク(17年 度ま
では給与表4級 に)昇 格するので,職 名と本給
が連動する最初の異動 となる。また,国 立大学
は大学の自治や学問の自由もあって,法 的拘束































もちろん,教 員,学 生,患 者,そ して学外 との











とは思えず,見 直 しが急がれる。また,採 用の

























7級 に)昇 格 し,超 過勤務手当が支給されず,






















り,地 方機関の管理者側か らは,事 実上差をつ
けることが(ま だ)難 しい給与よりも,配 置先
の重みで評価の差を自他共に知 らしめようとす





がボーナス)の 成績率(査 定)も 同様である。
ただ,保 守的な地域では常に現状に満足する者
が多 く,ま た優秀な者ほど 「先」が見えてしま
い,人 事異動先 も待遇も摩擦が起 きない程度の
差に抑えていては,繁 忙度や能力差に追いつか
ずに組織疲労 を招 き,価 値観の多様化への対応
の面では不十分である。









を促進 し,積 み上げ型褒賞,曖 昧な職務区分と



















4.文 科省 設計 の三層構 造 と後期 転 出
モ デル











残 ることを選んだ者が存在 し,自 宅通勤の近隣
機関中心に人事異動を重ね,学 内ゼネラリス ト
兼 「畑」分野の専門家 として職務に励み,稀 に
は50歳代半ばに学内で管理職にたどり着 くこと














図1国 立 大 学 事務 職 の キ ャ リアパ ス の 三層 構 造







課長職が多い。その後(現 時点では),原 則 と
してブロック地域内を中心に2～3年 ごとに異
動 し,課 長歴10年 程度で部長級への昇任もあ り
得るが,40歳 代後半での登用者が多 く年齢的に
課長のまま定年 となる者 も多い。つまり,人 生
設計が見渡せる40歳代半ばでの最後のキャリア
パス選択肢 と言えよう。公務員型昇進管理(遅



















給与を例に表1で 検証 してみる。モデルXは 標
準的な国立大学残留者で,43歳 で管理職登用さ
れたものとする(表 には 「後期転出モデル」 と
表示)。まず,25歳30歳,34歳 では差がない(同
一金額)。モデルXに 何 も起 きていない41歳 を
見ると,既 に6級5級,4級 の開 きが出てお
り,過 去の特別昇給4回 分を減ずると全 く同一
国立大学事務職 のキャ リアパス
となることから,モ デルXは モデル3で あるこ
とがわかる。そしてモデルXは,42歳 で係長歴
4年 を満たして5級 に昇格 し,そ の年に課長登
用選抜 を受験 ・合格 し,翌 春に係長歴5年 を満
たすと同時に,課 長補佐級に就 くことなく課長
級 に昇任し,6級 に昇格 している。課長昇任後














いること,前 述図1の 「三層構造」は実は 「四
層構造」であり,そ の下から2番 目がこのコー























級 一号俸 俸給月額 級 一号俸 俸給月額 級一号俸 俸給月額
25歳 2-4② 183,800 2-400
1
183,800 2-400 183β00
26歳 2-5 189,600 2-5 :'・ti 2-5 189,600
27歳 2-6一 194,900 2-6 194,900 2-6 194,900
28歳 3-4コ 205,000 3-4 205,000 3-4一 205,000
29歳 3-5 212,600 3-5 212,600 3-5 212,600





31歳 4-3コ 233,900 3-7 228,300 3-7 228,300
32歳 一 一 〇 242,800 3-8一 235,700 3-8 235,700
33歳 4-5 251,700 4-5一 251,700 3-9一 242,100
34歳 4-6 260,100 4-6 260,100 4-6一 260,100
35歳 5-5コ 270,000 4-7 268,500 4-7 268,500
36歳 5-6 278,600 4-8 276,800 4-8 276,800
37歳 5-7 287,100 4_9」 284,900 ・ 284,900
38歳 5-8 295,500 5唱 コ 295,500 4-10 292,700
39歳 6-7コ 309,900 5-9
1
303,900 4-11 300,400
40歳 6-8⑥ 319,100 5-10 312,200 4-12 307,700
41歳 .・ 328,400 5-11 320,100 4-13 314,600
42歳 6-10一 337,600 6-10一 337,600 4-14一 321,400
43歳 7-9一 351,500 6-11 346,800 5-13一 334,900
44歳 7-10 360,700 6-12 356,000 5-14 342,000
45歳 7-11⑦ 369,700 6-130 364,900 5-15 347,500
46歳 7-12 378,300 6-14 373,500 5-16 352,200
47歳 7-13一 386,700 6-15 381,000 5-17 356,200
48歳 8-12コ 403,200 6-16 386,500 5-18 359,500
49歳 8-13 411,800 6-17」 391,500 5-19 362,300
50歳 8-14 419,700 7-16一 403,900 5-20 365,200
51歳 8-15 425,500 7-17 408,100 5-21 367,700
52歳 9-12 451,900 7-180 411,500 6-17一 391,500
53歳 9-13 459,600 7-19 415,200 6-18 394,900
54歳 9-140 466,000 7-20 418,700 6-19 398,400
55歳 9-15 472,400 7-21一 422,200 6-20 401,800
56歳 9-16一 476,900 8冖18コ 438,500 6-21 405,200
57歳 10一幽 497,400 8-19⑧ 442,400 6-22 408,500
58歳 10-14io 504,200 8-20 446,000 6-23 411,900















































注:43歳 で第3階 層から新第2階 層へ
移行 した場合を想定 筆者が作成
(実際には平成18年 から新俸給表)
注:金 額 は平成17年 度給与法改正後の額に筆者が入れ替 え。単位 は円。
出典)「日本の官僚人事 システム」p.49に 基 づき,筆 者 が編集 。○ は級。
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リアには 「精緻 なパスの踏襲」から 「確実なプ
ランの開発」への移行を課題として挙げたい。
国立大学 は法人化 によって,大 学 としては
「群」か ら,文 科省 としては 「網」か ら,そ れ
































立大学の人材養成 を,よ り高い 「最適化」を求
めて見つめ直すことが最 も急務 かつ重要である。
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